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ロック 　　自転車ツーロック 　　自転車ツーロック 　　自転車ツーロック
・23地区への補助金の交付 ・23地区への補助金の交付 ・23地区への補助金の交付

　刈谷市地域安全パトロール隊や企業、警察と連携・支援して活動することで、防犯力の向上を図ることができ、犯罪件

成果
数の減少につながった。

　パトロール隊員数を維持するため、地域での防犯意識を高める必要がある。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３年度

活動 刈谷市地域安全パトロール隊隊員数 2,214 2,233 2,287 2,350 2,400
指標 （人）
成果 犯罪や事故への不安がなく安心して外出できると思 62.7 ― 61.5 63.0 65.0
指標 う市民の割合（％）

刑法犯認知件数【前年比増減率】（平成30年中）
他市との 　刈谷市　1,030件【-16.7％】 碧南市　382件【-14.0％】　　安城市　1,341件【-9.6％】
比較検証 　西尾市　　852件【+3.1％】　知立市　550件【-18.0％】　　高浜市　　318件【+-0％】

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算）

Ｄ

事業費内訳

事業費　①

　

7,916 13,63

　

4 9,579 11,0

　

63 合計 9,579,

Ｏ

008 円
旅費 13,

　

680 円

財
　
源

特定

　

財源 0 0 0 70 需用費

∧

2,540,677 

　

円
役務費 1,658,

　

091 円

一般財源 7

実

,916 13,634

　

9,579 10,99

　

3 工事請負費 126,

施

360 円
負担金、補

　

助及び

職員人件費　②

　

3,517 3,490

∨

3,472 3,483 交付金 5,206,000 円
公課費 34,200 円

総事業費（①＋②） 11,433 17,124 13,051 14,546

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0 自動車事故共済保険金収入

２年度以降の事業費見込 0

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

１

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

年

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

度

合計画
分野 福祉安全

基

（

本施策 防犯・交通安全

平

施策体系
施策の内容 防

成

犯・交通安全意識の高

３

揚

目
　
　
　
的

  防犯

０

活動支援及び防犯啓発

年

活動を行うこと

主
た
る

度

内
容

○防犯啓発活動
に

評

より、市内防犯事業の

価

推進を図る。 ○地域安

）

全パトロール隊の支援

刈

〇青色防犯パトロール

谷

車の管理及び貸出
○防

市

犯協会連合会等と連携

事

した防犯活動の推
　進

務

、青少年の健全育成、

事

暴力等の追放

位
置
づ
け

業

関連計画  

根拠法令 刈

評

谷市地域安全パトロー

価

ル車両貸出事業実施要

シ

綱

対象者 市民、刈谷防

ー

犯協会連合会 事業期間

ト

～

実施方法 ■直営　■

（

委託　□指定管理　■

様

補助・助成　□その他

式１）

会計名 担当部

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

生

績

２８年度実績 ２９年

活

度実績 ３０年度実績 ３

安

１年度計画

・刈谷市地

全

域安全パトロール ・刈

部

谷市地域安全パトロー

一

ル ・刈谷市地域安全パ

般

トロール ・刈谷市地域

会

安全パトロール
　隊隊

計

員数　　　　 2,2

防

14人 　隊隊員数　　

犯

　　 2,233人 　

推

隊隊員数　　　　 2

進

,287人 　隊隊員数

事

　　　 　2,350

業

人
・青色防犯パトロー

担

ル車の利 ・青色防犯パ

当

トロール車の利 ・青色

課

防犯パトロール車の利

く

・青色防犯パトロール

ら

車の利
　用回数　　　

し

　　　 923回 　用

安

回数　　　　　　 9

心

18回 　用回数　　　

課

　　　 901回 　用

款

回数　　　　　　 9

項

50回
・防犯キャンペ

目

ーン ・防犯キャンペー

担

ン ・防犯キャンペーン

当

・防犯キャンペーン
　

係

　住宅対象侵入盗防止

交

　　住宅対象侵入盗防

通

止 　　住宅対象侵入盗

防

防止 　　住宅対象侵入

犯

盗防止
　　振り込め詐

係

欺防止 　　振り込め詐

2

欺防止 　　振り込め詐

1

欺防止 　　振り込め詐

1

欺防止
　　自転車ツー



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　住宅対象侵入

平

盗や自動車関連窃盗等

成

抑止のため、啓発活
・

３

法的業務
高い

動及び地

１

域安全パトロール隊の

年

支援等が必要である。

度

必要性 ・市民ニーズ、

（

社会需要
・市民生活上

平

必要である　など

　日

成

々変化する犯罪情勢の

３

中で、啓発や支援の方

０

法につい
・コストの節

年

減、費用対効果
普通

て

度

一層の効果が求められ

評

る。
効率性 ・執行体制

価

の効率性
・手段の最適

）

性　など

　市内の犯罪

刈

発生抑止に努め、安心

谷

安全なまちづくりに市

市

・市が主体となって実

事

施する
普通

が関与する

務

ことは妥当である。
妥

事

当性 　べき事業である

業

か
・総合計画との整合

評

性　など

　刈谷市の犯

価

罪発生抑止に努め、安

シ

心安全なまちづくりに

ー

施策への ・施策への貢

ト

献度
普通

寄与している

（

。
・目標達成度

貢献度

様

・市民サービスへの効

式

果　など

今後の方向性

２

□拡充　□現状維持　

）

■改善・効率化　□縮

会

小　□終期設定　□休

計

止・廃止

　警察および

名

パトロール隊との連携

担

を深め、犯罪発生抑止

当

により効果がある事業

部

の推進を図る。

生活安全

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 

部

　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評

一

　
価
　
∨

般会計
防犯推進事業

担当課 くらし安心課

款 項 目 担当係 交通防犯係

2 1 14



14

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 3,825 5,399 3,471 4,140 合計 3,471,034 円
工事請負費 3,371,544 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 原材料費 99,490 円

一般財源 3,825 5,399 3,471 4,140

職員人件費　② 3,126 1,551 4,629 5,031

総事業費（①＋②） 6,951 6,950 8,100 9,171

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

１

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

年

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

度

総合計画
分野 福祉安全

（

基本施策 防犯・交通安

平

全
施策体系

施策の内容

成

地域の安全性の強化

目

３

　
　
　
的

　防犯灯を設

０

置することにより、街

年

頭犯罪等

主
た
る
内
容

　

度

地区の要望箇所や、犯

評

罪の抑止効果が高い
の

価

抑止を図る。 箇所に防

）

犯灯を設置する。

位
置

刈

づ
け

関連計画  

根拠法

谷

令  

対象者 市民 事業期

市

間 ～

実施方法 ■直営　

事

■委託　□指定管理　

務

□補助・助成　□その

事

他

業評価シート （様

Ｂ
　
事
　
業
　
実

式

　
績

２８年度実績 ２９

１

年度実績 ３０年度実績

）

３１年度計画

・防犯灯

会

の設置　117基 ・防

計

犯灯の設置　173基

名

・防犯灯の設置　80

担

基 ・防犯灯の設置　1

当

35基

　地区の要望等

部

に基づき必要な箇所へ

生

防犯灯を設置し、街頭

活

犯罪等の抑止を図った

安

。

成果

　防犯灯の設置

全

灯数と犯罪発生率の相

部

関が短期間では取り難

一

い。

課題

指標名称（単

般

位）
実績値 目標値

２８

会

年度 ２９年度 ３０年度

計

３１年度 ３年度

活動 防

防

犯灯数（基） 8,10

犯

5 8,260 8,33

灯

5 8,470 8,60

設

0
指標

指標
防犯灯設置

置

数（平成30年度末）

事

他市との 刈谷市　人口

業

152千人　防犯灯8

担

,335基（55基/

当

千人） 碧南市　人口

課

73千人　 防犯灯3

く

,417基（47基/

ら

千人）
比較検証 安城市

し

　人口189千人　防

安

犯灯7,113基（3

心

8基/千人） 西尾市

課

　人口172千人　防

款

犯灯11,172基（

項

65基/千人）
知立市

目

　人口72千人　 防

担

犯灯4,258基（5

当

9基/千人） 高浜市

係

　人口49千人　 防

交

犯灯2,380基（4

通

9基/千人）

防犯係

2 1



4

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　市民の安心

平

安全、街頭犯罪発生抑

成

止のため、防犯灯の設

３

・法的業務
高い

置は必

１

要である。
必要性 ・市

年

民ニーズ、社会需要
・

度

市民生活上必要である

（

　など

　設置後の維持

平

管理費を抑えるためＬ

成

ＥＤ防犯灯を導入し
・

３

コストの節減、費用対

０

効果
高い

ている。
効率

年

性 ・執行体制の効率性

度

・手段の最適性　など

評

　市民の安心安全のた

価

め防犯灯の設置に市が

）

関与すること
・市が主

刈

体となって実施する
普

谷

通
は妥当である。

妥当

市

性 　べき事業であるか

事

・総合計画との整合性

務

　など

　防犯灯を設置

事

することで、市民の安

業

心安全、街頭犯罪発

施

評

策への ・施策への貢献

価

度
普通

生抑止に寄与し

シ

ている。
・目標達成度

ー

貢献度 ・市民サービス

ト

への効果　など

今後の

（

方向性 □拡充　■現状

様

維持　□改善・効率化

式

　□縮小　□終期設定

２

　□休止・廃止

　防犯

）

灯の設置数は近隣市と

会

比較しても充足してい

計

るが、地区からの要望

名

のある通行量の多い生

担

活道路や路地などへ
の

当

設置を図る。

部 生活安

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　

全

Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　

部

価
　
∨

一般会計
防犯灯設置事業

担当課 くらし安心課

款 項 目 担当係 交通防犯係

2 1 1



係

 碧南市　382件【

2

-14.0％】　　安

1

城市　1,341件【

1

-9.6％】
比較検証

4

　西尾市　　852件【+3.1％】　　知立市　550件【-18.0％】　　高浜市　　318件【+-0％】

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 46,699 49,665 54,831 61,596 合計 54,830,827 円
委託料 54,830,827 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 46,699 49,665 54,831 61,596

職員人件費　② 1,954 1,551 386 387

総事業費（①＋②） 48,653 51,216 55,217 61,983

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ

１

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

年

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

度

概
　
要

総合計画
分野 福

（

祉安全

基本施策 防犯・

平

交通安全
施策体系

施策

成

の内容 地域の安全性の

３

強化

目
　
　
　
的

　市内

０

全域を夜間巡回するこ

年

とで、多発する

主
た
る

度

内
容

　自主防犯活動が

評

困難な夜間の時間帯（

価

22時
住宅対象侵入盗

）

や自動車関連窃盗の発

刈

生を抑 ～翌朝4時）に

谷

、警備員が青色回転灯

市

を搭載し
止する。 たパ

事

トロールカー6台で巡

務

回する。

位
置
づ
け

関連

事

計画  

根拠法令  

対象

業

者 市民 事業期間 平成２

評

２年度 ～

実施方法 □直

価

営　■委託　□指定管

シ

理　□補助・助成　□

ー

その他

ト （様式１）

会計

Ｂ
　
事
　
業

名

　
実
　
績

２８年度実績

担

２９年度実績 ３０年度

当

実績 ３１年度計画

・夜

部

間巡回（毎日6組12

生

人） ・夜間巡回（毎日

活

6組12人） ・夜間巡

安

回（毎日6組12人）

全

・夜間巡回（毎日6組

部

12人）
　4月1日～

一

3月31日　365日

般

間 　4月1日～3月3

会

1日　365日間 　4

計

月1日～3月31日　

地

365日間 　4月1日

域

～3月31日　366

防

日間

　自主防犯活動が

犯

困難な夜間の時間帯に

夜

、青色回転灯を装備し

間

た車両で巡回すること

巡

により、犯罪発生の抑

回

制を図ること

成果
がで

事

きた。

　地域住民、警

業

察と連携することで、

担

更なる犯罪発生の抑止

当

を図る。

課題

指標名称

課

（単位）
実績値 目標値

く

２８年度 ２９年度 ３０

ら

年度 ３１年度 ３年度

活

し

動 夜間巡回する青色パ

安

トロール車の延べ台数

心

（台/年 2,190 2

課

,190 2,190 2

款

,196 2,190
指

項

標 ）
成果 刑法犯罪件数

目

（件） 1,323 1,

担

237 1,030 95

当

0 900
指標 ※1月～

係

12月
刑法犯認知件数

交

【前年比増減率】（平

通

成30年中）
他市との

防

　刈谷市　1,030

犯

件【-16.7％】　
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Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　侵入

平

盗や自動車関連窃盗の

成

犯罪を抑止するため、

３

自主防
・法的業務

高い

１

犯活動が困難な夜間の

年

時間帯の活動であり必

度

要である。
必要性 ・市

（

民ニーズ、社会需要
・

平

市民生活上必要である

成

　など

　警備会社に委

３

託した青色回転灯を装

０

備した車両で巡回す
・

年

コストの節減、費用対

度

効果
普通

ることにより

評

、少人数で広域を巡回

価

できる。
効率性 ・執行

）

体制の効率性
・手段の

刈

最適性　など

　深夜か

谷

ら早朝の活動は、防犯

市

ボランティアでは困難

事

であ
・市が主体となっ

務

て実施する
高い

るため

事

市の関与が妥当である

業

。
妥当性 　べき事業で

評

あるか
・総合計画との

価

整合性　など

　毎日巡

シ

回することで、犯罪が

ー

抑止され、市民の安心

ト

安全

施策への ・施策へ

（

の貢献度
高い

を守るこ

様

とができる。
・目標達

式

成度
貢献度 ・市民サー

２

ビスへの効果　など

今

）

後の方向性 □拡充　■

会

現状維持　□改善・効

計

率化　□縮小　□終期

名

設定　□休止・廃止

　

担

警察、地域住民と連携

当

することで、犯罪の減

部

少を図るとともに、市

生

民の安心安全に寄与す

活

る。

安全部

Ｃ
 
　

一

Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ

般

 
　
∧
　
評
　
価
　
∨

会計
地域防犯夜間巡回事業

担当課 くらし安心課

款 項 目 担当係 交通防犯係



係

立市）　2.1件
　西

2

尾警察署管内（西尾市

1

）　　　　　2.0件

15

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 8,652 10,120 6,900 13,763 合計 6,900,120 円
工事請負費 6,900,120 円

財
　
源

特定財源 0 3,331 0 0

一般財源 8,652 6,789 6,900 13,763

職員人件費　② 1,172 1,551 4,244 5,031

総事業費（①＋②） 9,824 11,671 11,144 18,794

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ

１

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

年

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

度

概
　
要

総合計画
分野 福

（

祉安全

基本施策 防犯・

平

交通安全
施策体系

施策

成

の内容 地域の安全性の

３

強化

目
　
　
　
的

　道路

０

安全灯や道路反射鏡等

年

を設置すること

主
た
る

度

内
容

○道路安全灯の設

評

置
で、交通事故の防止

価

を図る。 ○道路反射鏡

）

の設置

位
置
づ
け

関連計

刈

画

根拠法令

対象者 市民

谷

事業期間 ～

実施方法 ■

市

直営　□委託　□指定

事

管理　□補助・助成　

務

□その他

事業評価シート （

Ｂ
　
事
　

様

業
　
実
　
績

２８年度実

式

績 ２９年度実績 ３０年

１

度実績 ３１年度計画

・

）

道路安全灯設置　 7

会

基 ・道路安全灯設置　

計

 6基 ・道路安全灯設

名

置　 0基 ・道路安全

担

灯設置　 6基
・道路

当

反射鏡設置　39基 ・

部

道路反射鏡設置　34

生

基 ・道路反射鏡設置　

活

38基 ・道路反射鏡設

安

置　40基

　地区要望

全

を受けて現場調査を行

部

い、道路安全灯や道路

一

反射鏡など交通安全施

般

設を設置することで、

会

道路における交通事

成

計

果
故防止対策を図るこ

交

とができた。

　施設設

通

置後において交通事故

安

発生件数調査等の効果

全

測定の実施を検討し、

施

道路安全灯や道路反射

設

鏡など交通安全施設の

整

効果を検証する必要が

備

ある。
課題

指標名称（

事

単位）
実績値 目標値

２

業

８年度 ２９年度 ３０年

担

度 ３１年度 ３年度

活動

当

道路安全灯、道路反射

課

鏡設置数の累計（基）

く

4,755 4,776

ら

4,812 4,858

し

4,950
指標
成果 人

安

口1,000人当たり

心

の交差点付近等の人身

課

事故発生 2.8 2.9

款

2.9 2.6 2.4
指

項

標 件数（件）
人口1,

目

000人当たりの交差

担

点付近等の人身事故発

当

生件数（件）（平成3

係

0年中）
他市との 　碧

交

南警察署管内（碧南市

通

・高浜市）　1.9件

防

　　
比較検証 　安城警

犯

察署管内（安城市・知



2 1 15

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　交差

平

点など道路における交

成

通事故防止のため、交

３

通安全
・法的業務

高い

１

施設の設置することは

年

必要である。
必要性 ・

度

市民ニーズ、社会需要

（

・市民生活上必要であ

平

る　など

　各地区の状

成

況や要望に基づき設置

３

している。
・コストの

０

節減、費用対効果
普通

年

効率性 ・執行体制の効

度

率性
・手段の最適性　

評

など

　交差点等の道路

価

における交通事故防止

）

のため設置する必
・市

刈

が主体となって実施す

谷

る
高い

要があり、市が

市

関与することは妥当で

事

ある。
妥当性 　べき事

務

業であるか
・総合計画

事

との整合性　など

　交

業

通安全施設を設置する

評

ことで夜間や見通しの

価

悪い交差

施策への ・施

シ

策への貢献度
高い

点な

ー

どにおいて交通事故防

ト

止に寄与している
・目

（

標達成度
貢献度 ・市民

様

サービスへの効果　な

式

ど

今後の方向性 □拡充

２

　■現状維持　□改善

）

・効率化　□縮小　□

会

終期設定　□休止・廃

計

止

　設置数が増加して

名

おり、老朽化した施設

担

の更新、事故で破損し

当

た施設の早期修復など

部

、機能を落とさないよ

生

う適正
な管理が必要と

活

なる。

安全部

Ｃ
 

一

　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　

般

Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価
　
∨

会計
交通安全施設整備事業

担当課 くらし安心課

款 項 目 担当係 交通防犯係



犯

5 125,838 12

係

9,298 20,85

2

6 合計 129,298

1

,248 円
役務費 5

1

8,644 円

財
　
源

4

特定財源 0 0 0 0 工事請負費 128,427,120 円
備品購入費 812,484 円

一般財源 111,585 125,838 129,298 20,856

職員人件費　② 1,563 2,714 5,015 6,192

総事業費（①＋②） 113,148 128,552 134,313 27,048

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　

１

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

年

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

度

　
概
　
要

総合計画
分野

（

福祉安全

基本施策 防犯

平

・交通安全
施策体系

施

成

策の内容 地域の安全性

３

の強化

目
　
　
　
的

　街

０

頭に防犯カメラを設置

年

することにより、

主
た

度

る
内
容

　学校や駅周辺

評

、公園等に街頭防犯カ

価

メラを
身近な地域での

）

犯罪を抑止し、まちの

刈

安全性 設置する。　
を

谷

高める｡

位
置
づ
け

関連

市

計画

根拠法令

対象者 市

事

民 事業期間 平成２５年

務

度 ～

実施方法 ■直営　

事

■委託　□指定管理　

業

□補助・助成　□その

評

他

価シート （様式１

Ｂ
　
事
　
業
　
実

）

　
績

２８年度実績 ２９

会

年度実績 ３０年度実績

計

３１年度計画

・高津波

名

、小山地区を除く21

担

・全23地区　230

当

台設置 ・全23地区　

部

233台設置 ・市全域

生

　30台設置
　地区　

活

210台設置

　警察、

安

地元団体と協力して、

全

主要交差点や公園、学

部

校及び駅周辺等へ防犯

一

カメラを設置すること

般

ができた。

成果

　住宅

会

街での設置に向けて、

計

地域に理解と協力を求

街

めていく必要がある。

頭

課題

指標名称（単位）

防

実績値 目標値

２８年度

犯

２９年度 ３０年度 ３１

カ

年度 ３年度

活動 街頭防

メ

犯カメラ設置数（台）

ラ

700 930 1,18

設

1 1,211 1,25

置

0
指標 ※他課設置分を

事

含む
成果 刑法犯罪件数

業

（件） 1,323 1,

担

237 1,030 95

当

0 900
指標 ※1月～

課

12月

他市との
比較検

く

証

らし安心課

款 項 目

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　

担

ス
　
ト

単位：千円
２８

当

年度 ２９年度 ３０年度

係

３１年度 ３０年度

（決

交

算） （決算） （決算）

通

（予算） 事業費内訳

事

防

業費　① 111,58



係

2 1 14

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　犯

平

罪を未然に防ぎ、また

成

犯罪が起きた場合、犯

３

人の特定
・法的業務

高

１

い
に有効であるなど、

年

防犯カメラを設置する

度

ことで生活に安
必要性

（

・市民ニーズ、社会需

平

要 心感が増す。
・市民

成

生活上必要である　な

３

ど

　警察、団体、地域

０

住民と連携し、犯罪の

年

発生が予想され
・コス

度

トの節減、費用対効果

評

普通
る場所を検討し、

価

より効果的と思われる

）

場所に防犯カメラ
効率

刈

性 ・執行体制の効率性

谷

を設置した。
・手段の

市

最適性　など

　公共の

事

場所であるため行政が

務

設置し、行政が管理、

事

運用
・市が主体となっ

業

て実施する
普通

してい

評

くことが必要である。

価

妥当性 　べき事業であ

シ

るか
・総合計画との整

ー

合性　など

　設置する

ト

ことにより犯罪が抑止

（

され、また、警察へ正

様

確

施策への ・施策への

式

貢献度
高い

な情報提供

２

ができ、市民の安心安

）

全に貢献している。
・

会

目標達成度
貢献度 ・市

計

民サービスへの効果　

名

など

今後の方向性 □拡

担

充　□現状維持　□改

当

善・効率化　■縮小　

部

□終期設定　□休止・

生

廃止

　犯罪情勢などを

活

勘案し、防犯対策が特

安

に必要な場所、犯罪抑

全

止効果が高い場所を選

部

定して設置する。

一般会計

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ

街

 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　

頭

評
　
価
　
∨

防犯カメラ設置事業
担当課 くらし安心課

款 項 目 担当係 交通防犯



4

記境界相談　　　 21件 ・登記境界相談
・消費生活相談 　 　 74件 ・交通事故相談　　　 42件 ・交通事故相談　　　 17件 ・交通事故相談
・交通事故相談　　 　77件 ・その他相談　　　　 10件 ・その他相談　　　　 20件 ・その他相談
・その他相談　　　 　13件 ※消費生活相談は消費者行政

　活性化事業に移行
  どこに相談したら良いか分からない人の相談窓口として様々な相談に対応し、必要に応じて適切な部署や専門家の相談

成果
につなぐことにより、相談者の不安解消と諸問題の早期解決を図ることができた。

　相談内容や件数の推移を見ながら、必要に応じて相談体制を精査する。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３年度

活動 専門の相談員による相談可能回数 1,430 1,102 1,096 1,068 1,100
指標 （回）
成果 各種相談に対する市民の満足度（％） 87.6 80.6 84.1 85.0 85.0
指標

西三河九市で実施しているその他の専門相談
他市との 　税務相談（税理士）：岡崎市、豊田市、安城市、碧南市、知立市、高浜市
比較検証 　不動産相談（宅地建物取引士等）：岡崎市、豊田市、知立市　

Ｃ
　
事
　
業

Ｄ

　
コ
　
ス
　
ト

単位：千

　

円
２８年度 ２９年度 ３

　

０年度 ３１年度 ３０年

　

度

（決算） （決算） （

Ｏ

決算） （予算） 事業費

　

内訳

事業費　① 13,

　

239 11,441 8

∧

,387 8,600 合

　

計 8,386,947

　

 円
賃金 4,071,

実

096 円

財
　
源

特定

　

財源 0 0 0 1 報償費 6

　

2,100 円
旅費 1

施

8,700 円

一般財

　

源 13,239 11,

　

441 8,387 8,

∨

599 需用費 107,794 円
委託料 3,952,800 円

職員人件費　② 1,563 2,326 3,086 3,096 使用料及び賃借料 174,457 円

総事業費（①＋②） 14,802 13,767 11,473 11,696

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0 行政不服審査資料交付手数料

２年度以降の事業費見込 0

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

１

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

年

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

度

合計画
分野 福祉安全

基

（

本施策 市民生活
施策体

平

系
施策の内容 市民相談

成

の充実

目
　
　
　
的

　誰

３

もが身近に相談できる

０

機会を確保するこ

主
た

年

る
内
容

　市民からの様

度

々な相談に対応できる

評

よう、
とにより、事態

価

の深刻化を防ぎ、市民

）

の生活 一般相談に加え

刈

て弁護士など専門家に

谷

よる相
問題の解決を図

市

る｡ 談体制を整える。

事

○弁護士による法律相

務

談
○司法書士による法

事

律相談
○行政書士によ

業

る行政書類作成相談
○

評

登記・境界・測量等相

価

談
○社会保険労務士に

シ

よる年金・労務相談
〇

ー

労働相談
○行政相談委

ト

員による行政相談
○交

（

通事故・損害保険等相

様

談
○女性悩みごと相談

式

位
置
づ
け

関連計画  

根

１

拠法令

対象者 市内在住

）

又は市内に土地建物を

会

所有する人 事業期間 ～

計

実施方法 ■直営　■委

名

託　□指定管理　□補

担

助・助成　□その他

当部 生活安全部

一般

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

会

２８年度実績 ２９年度

計

実績 ３０年度実績 ３１

市

年度計画

相談件数　　

民

　　　1,478件 相

相

談件数　　　　　1,

談

280件 相談件数　　

事

　　　1,506件 一

業

般相談に加えて、専門

担

家に
・一般相談　　　

当

　　693件 ・一般相

課

談　　　　　581件

く

・一般相談　　　　　

ら

801件 よる各種相談

し

を実施
・弁護士相談　

安

　　　523件 ・弁護

心

士相談　　　　566

課

件 ・弁護士相談　　　

款

　565件 ・弁護士相

項

談
・司法書士相談　　

目

　 58件 ・司法書士

担

相談　　　 58件 ・

当

司法書士相談　　　 

係

68件 ・司法書士相談

市

・行政手続相談　　　

民

 25件 ・行政手続相

相

談　　　　8件 ・行政

談

書類作成相談　 14

係

件 ・行政書類作成相談

2

・登記境界相談　　　

1

 15件 ・登記境界相

1

談　　　 15件 ・登



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　一般相談に加

平

えて、弁護士など専門

成

の法律相談を行うこ
・

３

法的業務
高い

とで、市

１

民の日常生活上の様々

年

な問題に対応すること

度

がで
必要性 ・市民ニー

（

ズ、社会需要 きるため

平

必要性は高い。
・市民

成

生活上必要である　な

３

ど

　どこに相談したら

０

良いか分からない人の

年

相談窓口として
・コス

度

トの節減、費用対効果

評

高い
様々な相談に対応

価

し、必要に応じて適切

）

な部署や専門家の
効率

刈

性 ・執行体制の効率性

谷

相談につなげることが

市

できるため効率性は高

事

い。
・手段の最適性　

務

など

　専門家による相

事

談は、一般的に謝礼や

業

相談室の確保など
・市

評

が主体となって実施す

価

る
高い

が必要であり、

シ

市民が容易に相談でき

ー

る環境整備が求めら
妥

ト

当性 　べき事業である

（

か れるため、市が主体

様

となって実施すること

式

は妥当である。
・総合

２

計画との整合性　など

）

　諸問題の早期解決を

会

図るだけでなく、様々

計

な悩みごとを

施策への

名

・施策への貢献度
普通

担

傾聴し助言することに

当

より、市民の不安や悩

部

みを解消する
・目標達

生

成度 ことができる。
貢

活

献度 ・市民サービスへ

安

の効果　など

今後の方

全

向性 ■拡充　□現状維

部

持　□改善・効率化　

一

□縮小　□終期設定　

般

□休止・廃止

　相続税

会

や贈与税など税金に関

計

する相談が増えている

市

ため、東海税理士会刈

民

谷支部に委託する税務

相

相談の導入を検討
する

談

。

事業
担

Ｃ
 
　
Ｈ

当

 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 

課

　
∧
　
評
　
価
　
∨

くらし安心課

款 項 目 担当係 市民相談係

2 1 14



1

の増加に加え、他課か

4

らの通訳・翻訳依頼が増えている。また、最近はベトナムやインドネシア等対応

できない言語の通訳要望も増えているため、通訳機器を導入する。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３年度

活動 外国人生活相談員数（人） 4 4 4 4 4
指標
成果 外国人生活相談員に対する満足度 99.9 99.6 99.9 99.9 99.9
指標 （％）

  近隣市に比べ、対応できる外国語の種類は多く、市民サービスの充実が図られている。
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 11,402 11,496 11,196 11,670 合計 11,196,176 円
賃金 11,196,176 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 11,402 11,496 11,196 11,670

職員人件費　② 1,563 1,551 1,543 1,548

総事業費（①＋②） 12,965 13,047 12,739 13,218

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

１

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

年

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

度

総合計画
分野 福祉安全

（

基本施策 市民生活
施策

平

体系
施策の内容 市民相

成

談の充実

目
　
　
　
的

　

３

在住外国人からの生活

０

相談に応じるととも

主

年

た
る
内
容

　ポルトガル

度

語、スペイン語、タガ

評

ログ語、
に、市役所窓

価

口等での通訳を行うた

）

め、外国 中国語、英語

刈

に対応する外国人生活

谷

相談員（4
人生活相談

市

員を配置し、外国人相

事

談の充実を 人）を配置

務

し、相談体制を整える

事

。
図る。

位
置
づ
け

関連

業

計画  

根拠法令 外国人

評

生活相談員設置要綱

対

価

象者 市内在住の外国人

シ

等 事業期間 平成１３年

ー

度 ～

実施方法 ■直営　

ト

□委託　□指定管理　

（

□補助・助成　□その

様

他

式１）

会計名 担当

Ｂ
　
事
　
業
　
実

部

　
績

２８年度実績 ２９

生

年度実績 ３０年度実績

活

３１年度計画

・外国人

安

生活相談員数    

全

4人・外国人生活相談

部

員数    4人・外

一

国人生活相談員数  

般

  4人・外国人生活

会

相談員数    4人

計

・相談件数　　　　 

外

 7,906件・相談

国

件数　　　　  8,

人

796件・相談件数　

相

　　  　9,143

談

件
　　ポルトガル語　

事

  3,433件　　

業

ポルトガル語　  4

担

,074件　　ポルト

当

ガル語  　4,08

課

6件
　　タガログ語　

く

　  2,784件　

ら

　タガログ語　　  

し

2,786件　　タガ

安

ログ語　  　3,1

心

19件
　　中国語　　

課

　　  1,689件

款

　　中国語　　　　 

項

 1,936件　　中

目

国語　　　  　1,

担

938件

　日本語の読

当

み書きや会話に不自由

係

を感じる在住外国人に

市

対し、市役所各課で手

民

続きを行う際の通訳や

相

、生活相談への対

成果

談

応を行うことにより、

係

外国人相談サービスの

2

充実を図ることができ

1

た。

　外国人生活相談



4

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　日本語の読

平

み書きや会話に不自由

成

を感じる在住外国人の

３

・法的業務
高い

生活等

１

に関する相談に応じ、

年

助言を行うとともに、

度

必要に
必要性 ・市民ニ

（

ーズ、社会需要 応じて

平

関係機関等を紹介する

成

など、必要性は高い。

３

・市民生活上必要であ

０

る　など

　各課窓口で

年

外国人が手続きする際

度

、各課にそれぞれ通訳

評

・コストの節減、費用

価

対効果
高い

を配置する

）

のではなく、くらし安

刈

心課が外国人生活相談

谷

員
効率性 ・執行体制の

市

効率性 として雇用し、

事

外国人や担当課の要請

務

に応じて通訳等をす
・

事

手段の最適性　など る

業

形が効率性が高い。

　

評

外国人が個人的に通訳

価

を依頼することは困難

シ

なうえ費用
・市が主体

ー

となって実施する
高い

ト

がかかる。市の手続き

（

や生活相談に対応でき

様

るよう、市が
妥当性 　

式

べき事業であるか 主体

２

となって外国人相談事

）

業を実施することが妥

会

当である
・総合計画と

計

の整合性　など 。

　在

名

住外国人の割合は約3

担

.2%であるが、手続

当

きの書類の大

施策への

部

・施策への貢献度
普通

生

半は日本語であり、ま

活

た母国との制度の違い

安

など生活をし
・目標達

全

成度 ていく上で不安に

部

なることが多いため、

一

外国人相談サービ
貢献

般

度 ・市民サービスへの

会

効果　など スの効果は

計

大きい。

今後の方向性

外

□拡充　■現状維持　

国

□改善・効率化　□縮

人

小　□終期設定　□休

相

止・廃止

　現在、ポル

談

トガル語、スペイン語

事

、タガログ語、中国語

業

、英語に対応できる相

担

談員として4人が在籍

当

。相談員の退職
や少数

課

言語への対応など、新

く

たな相談員の雇用を検

ら

討する。

し安心

Ｃ

課

 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 

款

　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価
　

項

∨

目 担当係 市民相談係

2 1 1



係

ースが増加

成果
してい

2

るため、若年のうちか

1

ら消費者トラブルに巻

1

き込まれないための知

4

識を啓発することができた。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３年度

活動 消費生活相談件数（件） 74 461 411 450 450
指標 ※H29から消費生活センター開設
成果 振り込め詐欺や悪質商法などに気をつけている市民 94.9 ― 93.5 95.7 98
指標 の割合（％）

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 329 2,416 2,423 2,513 合計 2,422,690 円
賃金 2,048,608 円

財
　
源

特定財源 329 1,814 1,622 1,929 報償費 51,200 円
旅費 53,920 円

一般財源 0 602 801 584 需用費 266,112 円
負担金、補助及び

職員人件費　② 782 2,326 2,315 2,322 交付金 2,850 円

総事業費（①＋②） 1,111 4,742 4,738 4,835

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0 消費者行政活性化事業費補助
金

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ

１

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

年

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

度

概
　
要

総合計画
分野 福

（

祉安全

基本施策 市民生

平

活
施策体系

施策の内容

成

情報提供の充実

目
　
　

３

　
的

　消費者基本計画

０

を踏まえ、消費者の安

年

全確

主
た
る
内
容

○消費

度

生活センターの開設
保

評

のため、相談窓口の設

価

置や消費者教育の啓 　

）

　月・火・木・金曜日

刈

発を進めることにより

谷

、市民の安心で安全な

市

　　9時～16時
消費

事

生活の実現を図る。 〇

務

市内全中学校3年生に

事

消費生活啓発パンフ
　

業

レットの配布

位
置
づ
け

評

関連計画  

根拠法令 消

価

費者安全法、愛知県消

シ

費者行政活性化事業費

ー

補助金交付要綱

対象者

ト

市民 事業期間 平成２１

（

年度 ～ 令和７年度

実施

様

方法 ■直営　□委託　

式

□指定管理　□補助・

１

助成　□その他

）

会計名 担当部 生

Ｂ

活

　
事
　
業
　
実
　
績

２８

安

年度実績 ２９年度実績

全

３０年度実績 ３１年度

部

計画

・市内全中学校3

一

年生に消費生・消費生

般

活センター開設 ・消費

会

生活センターでの消費

計

・消費生活センターで

消

の消費
　活啓発パンフ

費

レット「中学 ・市内全

者

中学校3年生に消費生

行

　生活相談の実施 　生

政

活相談の実施
　生もみ

活

んな消費者」の配布 　

性

活啓発パンフレット「

化

中学 ・市内全中学校3

事

年生に消費生・市内全

業

中学校3年生に消費生

担

・消費生活講座等で啓

当

発教材 　生もみんな消

課

費者」の配布 　活啓発

く

パンフレット「中学 　

ら

活啓発パンフレット「

し

中学
　「くらしの豆知

安

識」の配布 ・消費生活

心

講座等で啓発教材 　生

課

もみんな消費者」の配

款

布 　生もみんな消費者

項

」の配布
　「くらしの

目

豆知識」の配布
※消費

担

生活相談はH28まで

当

市民
　相談事業にて実

係

施

　消費者トラブルは

市

大人だけでなく、中学

民

生や高校生でも携帯電

相

話やインターネットに

談

関連した被害にあうケ



2 1 14

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　消費

平

者の被害を防止し、そ

成

の安全を確保するため

３

、消費
・法的業務

高い

１

生活センターを開設し

年

、消費者からの相談に

度

応じたり、あ
必要性 ・

（

市民ニーズ、社会需要

平

っせんを行うことは必

成

要性が高い。様々なや

３

り口の悪質商
・市民生

０

活上必要である　など

年

法が後を絶たないこと

度

から、消費者保護のた

評

め、最新の情
報を啓発

価

する必要性がある。
　

）

市内全中学校の3年生

刈

に消費生活パンフレッ

谷

トを配布し、
・コスト

市

の節減、費用対効果
高

事

い
自分自身が消費者ト

務

ラブルに巻き込まれな

事

いための知識や
効率性

業

・執行体制の効率性 ネ

評

ット社会のマナーなど

価

、かしこい消費者にな

シ

るための情
・手段の最

ー

適性　など 報提供がで

ト

き、特に高校進学前の

（

時期に効果が大きい。

様

　消費者基本計画を踏

式

まえ、人口5万人以上

２

の全市町で消費
・市が

）

主体となって実施する

会

高い
生活センターを設

計

立する政策目標が掲げ

名

られた。これに基
妥当

担

性 　べき事業であるか

当

づき、市民が相談・救

部

済を受けやすい体制を

生

確保するため
・総合計

活

画との整合性　など 、

安

平成29年4月に消費

全

生活センターを開設し

部

たものである。

　相談

一

窓口や消費者トラブル

般

・消費生活情報などの

会

啓発に

施策への ・施策

計

への貢献度
高い

より、

消

市民の消費者被害の防

費

止や被害回復などを図

者

ること
・目標達成度 が

行

できる。
貢献度 ・市民

政

サービスへの効果　な

活

ど

今後の方向性 □拡充

性

　■現状維持　□改善

化

・効率化　□縮小　□

事

終期設定　□休止・廃

業

止

　相談件数の推移に

担

より、相談日時の増加

当

等を検討する。

課 くらし

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 

安

　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評

心

　
価
　
∨

課

款 項 目 担当係 市民相談係



2

ため、講座内容等を検

1

討する必要がある。

課

1

題

指標名称（単位）
実

4

績値 目標値

２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３年度

活動 消費生活講座の受講者数（人） 232 256 253 250 250
指標
成果 振り込め詐欺や悪質商法などに気をつけている市民 94.9 ― 93.5 95.7 98
指標 の割合（％）

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 393 355 380 446 合計 379,794 円
旅費 13,600 円

財
　
源

特定財源 84 83 90 90 需用費 99,404 円
委託料 5,670 円

一般財源 309 272 290 356 使用料及び賃借料 96,120 円
負担金、補助及び

職員人件費　② 1,954 1,939 1,929 1,935 交付金 165,000 円

総事業費（①＋②） 2,347 2,294 2,309 2,381

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0 市町村権限移譲交付金

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ
　

１

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

年

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

度

　
要

総合計画
分野 福祉

（

安全

基本施策 市民生活

平

施策体系
施策の内容 消

成

費者の保護・育成

目
　

３

　
　
的

　消費生活に関

０

する講座開催や情報提

年

供等に

主
た
る
内
容

○消

度

費生活講座の開催
より

評

、消費者保護の充実を

価

図る。 ○消費生活情報

）

「あいち暮らしっく」

刈

の地区
　回覧
○商品量

谷

目検査の実施
○消費者

市

団体の育成

位
置
づ
け

関

事

連計画  

根拠法令 消費

務

者保護基本法

対象者 市

事

民 事業期間 ～

実施方法

業

■直営　□委託　□指

評

定管理　■補助・助成

価

　□その他

シート （様式１）

Ｂ
　
事

会

　
業
　
実
　
績

２８年度

計

実績 ２９年度実績 ３０

名

年度実績 ３１年度計画

担

・消費生活講座の開催

当

・消費生活講座の開催

部

・消費生活講座の開催

生

・消費生活講座の開催

活

　　回数　5回（施設

安

見学含）　　回数　5

全

回（施設見学含）　　

部

回数　5回（施設見学

一

含）　　回数　　　5

般

回
　　受講者　232

会

人 　　受講者　256

計

人 　　受講者　253

消

人 　　受講者　250

費

人
・消費生活情報「あ

者

いち暮ら ・消費生活情

生

報「あいち暮ら ・消費

活

生活情報「あいち暮ら

対

・消費生活情報「あい

策

ち暮ら
　しっく」の地

事

区回覧 　しっく」の地

業

区回覧 　しっく」の地

担

区回覧 　しっく」の地

当

区回覧
・商品量目検査

課

の実施 ・商品量目検査

く

の実施 ・商品量目検査

ら

の実施 ・商品量目検査

し

の実施
・かりや消費者

安

生活学校への ・かりや

心

消費者生活学校への ・

課

かりや消費者生活学校

款

への ・かりや消費者生

項

活学校への
　補助 　補

目

助 　補助 　補助

　消費

担

生活講座の開催や消費

当

生活情報の地区回覧に

係

より、市民に消費者ト

市

ラブルの未然防止等の

民

知識を啓発することが

相

で

成果
きた。

　  

　

談

今後も消費生活講座の

係

受講者数を増加させる



1 14

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　様々な

平

やり口の悪質商法が後

成

を絶たないことから、

３

消費
・法的業務

普通
者

１

を保護するために必要

年

な事業である。
必要性

度

・市民ニーズ、社会需

（

要
・市民生活上必要で

平

ある　など

　悪質商法

成

を見抜く賢い消費者を

３

一人でも多く増やすた

０

め
・コストの節減、費

年

用対効果
普通

の工夫が

度

必要である。
効率性 ・

評

執行体制の効率性
・手

価

段の最適性　など

　消

）

費者の知識の向上を目

刈

指し、県や消費者団体

谷

と連携し
・市が主体と

市

なって実施する
普通

た

事

啓発を行う必要がある

務

ため、市の関与は妥当

事

である。
妥当性 　べき

業

事業であるか
・総合計

評

画との整合性　など

　

価

消費生活講座の開催や

シ

消費者団体への支援に

ー

より悪質商

施策への ・

ト

施策への貢献度
普通

法

（

の被害防止につながる

様

効果がある。
・目標達

式

成度
貢献度 ・市民サー

２

ビスへの効果　など

今

）

後の方向性 □拡充　■

会

現状維持　□改善・効

計

率化　□縮小　□終期

名

設定　□休止・廃止

　

担

消費生活講座の受講者

当

数を増加させるために

部

、関心を引くテーマの

生

講座開催等を検討する

活

。

安全部

Ｃ
 
　
Ｈ

一

 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 

般

　
∧
　
評
　
価
　
∨

会計
消費者生活対策事業

担当課 くらし安心課

款 項 目 担当係 市民相談係

2



1

,047 1,011 9

1

60 800
指標

人口1

5

,000人当たりの人身事故件数（平成30年中）
他市との 　碧南市　3.3件　　西尾市　4.1件　　安城市　4.4件　　知立市　4.4件　　高浜市　3.6件
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 2,971 3,362 3,232 3,469 合計 3,232,149 円
報償費 964,409 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 需用費 1,997,416 円
役務費 173,664 円

一般財源 2,971 3,362 3,232 3,469 使用料及び賃借料 33,480 円
備品購入費 63,180 円

職員人件費　② 4,298 4,265 4,629 6,192

総事業費（①＋②） 7,269 7,627 7,861 9,661

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

１

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

年

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

度

要

総合計画
分野 福祉安

（

全

基本施策 防犯・交通

平

安全
施策体系

施策の内

成

容 防犯・交通安全意識

３

の高揚

目
　
　
　
的

交通

０

安全啓発活動の実施等

年

により、市内の交

主
た

度

る
内
容

○交通安全運動

評

期間等の啓発活動
通事

価

故の抑止を図る。 ○交

）

通安全作品展の開催
○

刈

交通安全ＤＶＤの貸出

谷

位
置
づ
け

関連計画 第1

市

0次刈谷市交通安全計

事

画

根拠法令 刈谷市交通

務

安全条例

対象者 事業期

事

間 ～

実施方法 ■直営　

業

□委託　□指定管理　

評

□補助・助成　□その

価

他

シート （様式１）

Ｂ
　
事
　
業
　
実

会

　
績

２８年度実績 ２９

計

年度実績 ３０年度実績

名

３１年度計画

・交通安

担

全市民運動の実施 ・交

当

通安全市民運動の実施

部

・交通安全市民運動の

生

実施 ・交通安全市民運

活

動の実施
・交通安全作

安

品展の開催 ・交通安全

全

作品展の開催 ・交通安

部

全作品展の開催 ・交通

一

安全作品展の開催
・交

般

通安全啓発活動の実施

会

・交通安全啓発活動の

計

実施 ・交通安全啓発活

交

動の実施 ・子ども自転

通

車愛知県大会へ
　の参

安

加
・高齢者自転車愛知

全

県大会へ
　の参加
・交

啓

通安全啓発活動の実施

発

　家庭、地域、職域、

事

教育関係機関の交通安

業

全意識が高揚し、刈谷

担

警察署管内の過去10

当

年間の人口1,000

課

人当たりの人身

成果
事

く

故件数の平均6.6件

ら

を下回ることが出来た

し

。

　交通安全市民運動

安

期間中に実施する啓発

心

活動は、注目度の高い

課

活動を企画するなど、

款

交通事故死傷者数のさ

項

らなる減少

に向けた取

目

組が必要である。
課題

担

指標名称（単位）
実績

当

値 目標値

２８年度 ２９

係

年度 ３０年度 ３１年度

交

３年度

成果 人口1,0

通

00人当たり人身事故

防

数（件） 5.9 5.6

犯

5.6 5.2 4.5
指

係

標
成果 交通事故死傷者

2

数（人） 1,089 1



2

転車大会

参加者数を増

1

やす必要がある。
課題

1

指標名称（単位）
実績

5

値 目標値

２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３年度

成果 人口1,000人当たりの子どもの死傷者数（人） 0.5 0.5 ― ― ―
指標
成果 人口1,000人当たりの高齢者の死傷者数（人） 0.7 0.7 0.6 ― ―
指標

子どもの死傷者数（人）（平成29年中）　　　　高齢者の死傷者数（人）（平成29年中）
他市との 　碧南警察署管内（碧南市・高浜市） 0.4人　　　碧南警察署管内（碧南市・高浜市） 0.8人
比較検証 　安城警察署管内（安城市・知立市） 0.4人　　　安城警察署管内（安城市・知立市） 0.6人

　西尾警察署管内（西尾市）　　　　 0.4人　　　西尾警察署管内（西尾市）　　　　 0.9人

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 177 165 15 0 合計 15,000 円
報償費 15,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 177 165 15 0

職員人件費　② 1,954 2,326 1,157 0

総事業費（①＋②） 2,131 2,491 1,172 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0

２年度以降の事業費見

Ｄ

込 0

　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ
　

１

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

年

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

度

　
要

総合計画
分野 福祉

（

安全

基本施策 防犯・交

平

通安全
施策体系

施策の

成

内容 防犯・交通安全意

３

識の高揚

目
　
　
　
的

競

０

技を通じ、参加者の交

年

通ルール・マナーに

主

度

た
る
内
容

交通安全啓発

評

事業へ統合
対する関心

価

を高めるとともに、安

）

全走行の知
識と技能の

刈

習得を図り、自転車の

谷

交通事故を
防止する。

市

位
置
づ
け

関連計画  

根

事

拠法令  

対象者 児童、

務

高齢者 事業期間 ～

実施

事

方法 ■直営　□委託　

業

□指定管理　□補助・

評

助成　□その他

価シート （様式１

Ｂ

）

　
事
　
業
　
実
　
績

２８

会

年度実績 ２９年度実績

計

３０年度実績 ３１年度

名

計画

・市子ども自転車

担

大会開催 ・市子ども自

当

転車大会開催 ・子ども

部

自転車県大会 交通安全

生

啓発事業へ統合
　　優

活

勝　双葉小学校 　　優

安

勝　双葉小学校 　平成

全

30年度分は前年度3

部

月に
・子ども自転車県

一

大会参加 ・子ども自転

般

車県大会参加 　開催
　

会

　第４位　双葉小学校

計

　７月開催 ・高齢者自

自

転車県大会参加
・高齢

転

者自転車県大会参加 　

車

　準優勝　双葉小学校

大

　　団体の部　第３位

会

　　団体の部　第３位

開

　３月開催
　　第６位

催

　双葉小学校
・高齢者

事

自転車県大会参加
　　

業

団体の部　第９位

　子

担

ども自転車県大会（平

当

成30年3月開催）で

課

は、団体の部で双葉小

く

学校が出場し、競技を

ら

通じて自転車の正しい

し

安全な

成果
乗り方及び

安

交通ルールを習得させ

心

ることができた。また

課

、高齢者自転車県大会

款

では、団体の部で第３

項

位に入賞するなど、

高

目

齢者においても自転車

担

の正しい安全な乗り方

当

及び交通ルールを習得

係

させることができた。

交

　より多くの高齢者の

通

交通安全意識の高揚及

防

び自転車の正しい安全

犯

な乗り方、交通ルール

係

の習得を図るため、自



係

0.4 0.3 0.2
指

2

標
成果 人口1,000

1

人当たりの高齢者の死

1

傷者数（人） 0.7 0

5

.7 0.8 0.6 0.5
指標

子どもの死傷者数（人）（平成30年中）　　　　高齢者の死傷者数（人）（平成30年中）
他市との 　碧南警察署管内（碧南市・高浜市） 0.3人　　　碧南警察署管内（碧南市・高浜市） 0.6人
比較検証 　安城警察署管内（安城市・知立市） 0.3人　　　安城警察署管内（安城市・知立市） 0.6人

　西尾警察署管内（西尾市）　　　　 0.4人　　　西尾警察署管内（西尾市）　　　　 0.8人

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 939 977 993 0 合計 992,973 円
需用費 792,741 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 備品購入費 200,232 円

一般財源 939 977 993 0

職員人件費　② 1,172 1,551 2,315 2,322

総事業費（①＋②） 2,111 2,528 3,308 2,322

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ

１

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

年

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

度

概
　
要

総合計画
分野 福

（

祉安全

基本施策 防犯・

平

交通安全
施策体系

施策

成

の内容 防犯・交通安全

３

意識の高揚

目
　
　
　
的

０

各種交通安全教室を開

年

催し、交通ルール・マ

度

主
た
る
内
容

交通安全教

評

育指導員が、幼児、児

価

童、生徒及
ナーを指導

）

し、交通事故を防止す

刈

る。 び高齢者等を対象

谷

に交通安全教室を開催

市

する
。

位
置
づ
け

関連計

事

画 第10次刈谷市交通

務

安全計画

根拠法令  

対

事

象者 幼児、児童、生徒

業

及び高齢者等 事業期間

評

～

実施方法 ■直営　□

価

委託　□指定管理　□

シ

補助・助成　□その他

ート （様式１）

会計

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

名

績

２８年度実績 ２９年

担

度実績 ３０年度実績 ３

当

１年度計画

・5歳児教

部

室の開催 ・5歳児教室

生

の開催 ・5歳児教室の

活

開催 ・5歳児教室の開

安

催
・4歳児教室の開催

全

・4歳児教室の開催 ・

部

4歳児教室の開催 ・4

一

歳児教室の開催
・5歳

般

児（入学前）教室の開

会

催・5歳児（入学前）

計

教室の開催・5歳児（

交

入学前）教室の開催・

通

5歳児（入学前）教室

安

の開催
・自転車教室の

全

開催 ・自転車教室の開

教

催 ・自転車教室の開催

室

・自転車教室の開催
・

開

歩行教室の開催 ・歩行

催

教室の開催

　幼児対象

事

の交通安全教室を10

業

7回（約5,000人

担

）、児童及び生徒対象

当

の交通安全教室を38

課

回（約3,700人）

く

、高齢者対象

成果
の交

ら

通安全教室を6回（約

し

300人）、保護者対

安

象の交通安全教室を2

心

4回（約1,000人

課

）開催した。

　交通安

款

全教室受講者の効果測

項

定等、継続的な交通安

目

全教育を推進する必要

担

がある。

課題

指標名称

当

（単位）
実績値 目標値

係

２８年度 ２９年度 ３０

交

年度 ３１年度 ３年度

成

通

果 人口1,000人当

防

たりの子どもの死傷者

犯

数（人） 0.5 0.5



2

人

1 15

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 18,190 18,910 17,603 20,650 合計 17,603,275 円
賃金 16,207,105 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 旅費 3,140 円
需用費 1,351,018 円

一般財源 18,190 18,910 17,603 20,650 役務費 42,012 円

職員人件費　② 1,172 775 1,543 1,548

総事業費（①＋②） 19,362 19,685 19,146 22,198

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ
　

１

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

年

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

度

　
要

総合計画
分野 福祉

（

安全

基本施策 防犯・交

平

通安全
施策体系

施策の

成

内容 防犯・交通安全意

３

識の高揚

目
　
　
　
的

通

０

学・通園時の交通事故

年

を防止する。

主
た
る
内

度

容

交通安全教育指導員

評

１名と各小学校区に１

価

名
ずつ交通指導員を配

）

置し、児童等に交通安

刈

全
の指導をする。

位
置

谷

づ
け

関連計画  

根拠法

市

令 交通安全教育指導員

事

設置要綱、交通指導員

務

設置要綱

対象者 児童、

事

市民 事業期間 ～

実施方

業

法 ■直営　□委託　□

評

指定管理　□補助・助

価

成　□その他

シート （様式１）

Ｂ
　

会

事
　
業
　
実
　
績

２８年

計

度実績 ２９年度実績 ３

名

０年度実績 ３１年度計

担

画

・登下校時での指導

当

・登下校時での指導 ・

部

登下校時での指導 ・登

生

下校時での指導
・交通

活

安全教室での指導 ・交

安

通安全教室での指導 ・

全

交通安全教室での指導

部

・交通安全教室での指

一

導
・交通安全啓発活動

般

への参加 ・交通安全啓

会

発活動への参加 ・交通

計

安全啓発活動への参加

交

・交通安全啓発活動へ

通

の参加

　各小学校との

指

連携を図り、児童の安

導

全な登下校の確保に努

員

めることができた。

成

設

果

　交通指導員の人材

置

を確保すること。

課題

事

指標名称（単位）
実績

業

値 目標値

２８年度 ２９

担

年度 ３０年度 ３１年度

当

３年度

活動 交通指導員

課

の人数（交通安全教育

く

指導員含む）（人 16

ら

16 15 16 16
指標

し

）
成果 人口1,000

安

人当たりの子どもの死

心

傷者数（人） 0.5 0

課

.5 0.4 0.3 0.

款

2
指標

人口1,000

項

人当たりの子どもの死

目

傷者数（人）（平成3

担

0年中）　
他市との 　

当

碧南警察署管内（碧南

係

市・高浜市） 0.3

交

人
比較検証 　安城警察

通

署管内（安城市・知立

防

市） 0.3人　　
　

犯

西尾警察署管内（西尾

係

市）　　　　 0.4



14

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 24,232 17,358 16,406 19,463 合計 16,406,224 円
需用費 16,406,224 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 24,232 17,358 16,406 19,463

職員人件費　② 3,126 1,939 1,929 2,709

総事業費（①＋②） 27,358 19,297 18,335 22,172

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

１

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

年

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

度

総合計画
分野 福祉安全

（

基本施策 防犯・交通安

平

全
施策体系

施策の内容

成

地域の安全性の強化

目

３

　
　
　
的

防犯灯を適切

０

に管理し、街頭犯罪を

年

抑止する

主
た
る
内
容

防

度

犯灯の維持管理に係る

評

修繕等を行う。
。

位
置

価

づ
け

関連計画  

根拠法

）

令  

対象者 市民 事業期

刈

間 ～

実施方法 ■直営　

谷

■委託　□指定管理　

市

□補助・助成　□その

事

他

務事業評価シート

Ｂ
　
事
　
業
　
実

（

　
績

２８年度実績 ２９

様

年度実績 ３０年度実績

式

３１年度計画

・電気料

１

　　15,436千円

）

・電気料　　14,0

会

38千円 ・電気料　 

計

 13,517千円 ・

名

電気料　  14,4

担

49千円
・修繕料　　

当

 8,796千円 ・修

部

繕料　　 3,320

生

千円 ・修繕料　　 2

活

,889千円 ・修繕料

安

　　 5,014千円

全

　防犯灯の適正管理を

部

行った。

成果

課題

指標

一

名称（単位）
実績値 目

般

標値

２８年度 ２９年度

会

３０年度 ３１年度 ３年

計

度

活動 防犯灯数（基）

防

8,105 8,260

犯

8,335 8,470

灯

8,600
指標

指標
防

管

犯灯設置数（平成30

理

年度末）
他市との 刈谷

事

市　人口152千人　

業

防犯灯8,335基（

担

55基/千人） 碧南

当

市　人口73千人　 

課

防犯灯3,417基（

く

47基/千人）
比較検

ら

証 安城市　人口189

し

千人　防犯灯7,11

安

3基（38基/千人）

心

 西尾市　人口172

課

千人　防犯灯11,1

款

72基（65基/千人

項

）
知立市　人口72千

目

人　 防犯灯4,25

担

8基（59基/千人）

当

 高浜市　人口49千

係

人　 防犯灯2,38

交

0基（49基/千人）

通防犯係

2 1



係

2 1 1

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス

5

　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 31,703 32,426 33,216 35,200 合計 33,216,062 円
賃金 904,450 円

財
　
源

特定財源 89 91 152 100 需用費 465,201 円
役務費 22,760 円

一般財源 31,614 32,335 33,064 35,100 委託料 31,823,651 円

職員人件費　② 1,954 2,326 4,244 4,257

総事業費（①＋②） 33,657 34,752 37,460 39,457

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0 放置自転車移動費収入

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ

１

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

年

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

度

概
　
要

総合計画
分野 福

（

祉安全

基本施策 防犯・

平

交通安全
施策体系

施策

成

の内容 地域の安全性の

３

強化

目
　
　
　
的

  道

０

路等の放置自転車等を

年

撤去し、通行の安

主
た

度

る
内
容

○駐輪場内の整

評

理指導
全と良好な都市

価

環境を確保する。また

）

、駐輪 ○放置自転車等

刈

の撤去、返還及び処分

谷

場における自転車の整

市

理や駐輪指導により、

事

駐輪環境の保全を図る

務

。

位
置
づ
け

関連計画  

事

根拠法令 刈谷市自転車

業

等の放置防止に関する

評

条例 

対象者 市民 事業

価

期間 ～

実施方法 ■直営

シ

　■委託　□指定管理

ー

　□補助・助成　□そ

ト

の他

（様式１）

会計名

Ｂ
　
事
　
業
　

担

実
　
績

２８年度実績 ２

当

９年度実績 ３０年度実

部

績 ３１年度計画

・撤去

生

台数　693台 ・撤去

活

台数　705台 ・撤去

安

台数　1,511台 ・

全

撤去台数　1,400

部

台
・返還台数　111

一

台 ・返還台数　 92

般

台 ・返還台数 　 1

会

51台 ・返還台数 　

計

 150台

　駐輪場に

放

放置された自転車を一

置

ツ木保管場に集約して

自

整理することで駐輪場

転

の美化と効率的な駐輪

車

場の利用を促進でき

成

等

果
た。また、放置自転

整

車撤去により都市環境

理

美化が図れた。

　所有

事

者照会を迅速に行い、

業

引取期間を長く設ける

担

ことで返還台数の増加

当

に繋がった。

　エコ意

課

識や健康志向の高まり

く

による自転車利用者増

ら

加への対応策の検討が

し

必要である。

課題

指標

安

名称（単位）
実績値 目

心

標値

２８年度 ２９年度

課

３０年度 ３１年度 ３年

款

度

活動 放置自転車の撤

項

去台数（台） 693 7

目

05 1,511 1,4

担

00 1,350
指標

指

当

標
 

他市との
比較検証

係 交通防犯



犯係

2 1 15

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　

１

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

年

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

度

　
概
　
要

総合計画
分野

（

福祉安全

基本施策 防犯

平

・交通安全
施策体系

施

成

策の内容 地域の安全性

３

の強化

目
　
　
　
的

駐車

０

場を確保することで違

年

法駐車を減らし住

主
た

度

る
内
容

地区が設置する

評

駐車場工事費用の一部

価

を補助
みよい環境を形

）

成する。 する。

位
置
づ

刈

け

関連計画  

根拠法令

谷

 刈谷市地区駐車場設

市

置事業補助金交付要綱

事

対象者 市民 事業期間 ～

務

実施方法 ■直営　□委

事

託　□指定管理　■補

業

助・助成　□その他

評価シート （様式１

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

）

２８年度実績 ２９年度

会

実績 ３０年度実績 ３１

計

年度計画

なし なし なし

名

1箇所

　平成20年度

担

以降申請なし。

成果

　

当

事業を周知すること。

部

課題

指標名称（単位）

生

実績値 目標値

２８年度

活

２９年度 ３０年度 ３１

安

年度 ３年度

活動 補助申

全

請件数（件） 0 0 0 1

部

1
指標

 
指標

 
他市と

一

の
比較検証

般会計
地区駐車場

Ｃ
　
事
　

設

業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：

置

千円
２８年度 ２９年度

補

３０年度 ３１年度 ３０

助

年度

（決算） （決算）

事

（決算） （予算） 事業

業

費内訳

事業費　① 0 0

担

0 2,500 合計 0 

当

円

財
　
源

特定財源 0 0

課

0 0

一般財源 0 0 0 2

く

,500

職員人件費　

ら

② 782 388 386

し

387

総事業費（①＋

安

②） 782 388 38

心

6 2,887

建
設
事
業

課

全体事業費（単位：千

款

円） 0 ３０年度特定財

項

源名称

３０年度までの

目

累積事業費 0

２年度以

担

降の事業費見込 0

当係 交通防



係

546 56,886 5

2

8,413 66,78

1

3 合計 58,412,

1

638 円
需用費 52

5

,374,898 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 委託料 5,997,240 円
原材料費 40,500 円

一般財源 53,546 56,886 58,413 66,783

職員人件費　② 3,126 2,326 3,086 5,031

総事業費（①＋②） 56,672 59,212 61,499 71,814

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ

１

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

年

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

度

概
　
要

総合計画
分野 福

（

祉安全

基本施策 防犯・

平

交通安全
施策体系

施策

成

の内容 地域の安全性の

３

強化

目
　
　
　
的

道路安

０

全灯、カーブミラー及

年

び案内標識等を

主
た
る

度

内
容

道路安全灯やカー

評

ブミラー等の維持管理

価

に係
適切に維持管理す

）

る。 る修繕等を行う。

刈

位
置
づ
け

関連計画  

根

谷

拠法令  

対象者 市民 事

市

業期間 ～

実施方法 ■直

事

営　■委託　□指定管

務

理　□補助・助成　□

事

その他

業評価シート （様

Ｂ
　
事
　
業

式

　
実
　
績

２８年度実績

１

２９年度実績 ３０年度

）

実績 ３１年度計画

・電

会

気料　　36,493

計

千円 ・電気料　　40

名

,681千円 ・電気料

担

　　44,574千円

当

・電気料　　44,1

部

52千円
・修繕料　　

生

 7,915千円 ・修

活

繕料　　 8,024

安

千円 ・修繕料　　 7

全

,801千円 ・修繕料

部

　　 8,117千円

一

・委託料　　 8,8

般

56千円 ・委託料　　

会

 8,002千円 ・委

計

託料　　 5,997

交

千円 ・委託料　　14

通

,221千円

　道路安

安

全灯の球切れ等を交換

全

し、道路反射鏡の破損

施

、老朽化したものを修

設

繕した。

成果

　今後も

管

安全灯等の支柱の破損

理

、老朽化等による倒壊

事

の危険度の調査を行う

業

必要がある。

課題

指標

担

名称（単位）
実績値 目

当

標値

２８年度 ２９年度

課

３０年度 ３１年度 ３年

く

度

指標

指標
 

他市との

ら

比較検証

し安心課

款 項 目 担

Ｃ
　
事
　
業

当

　
コ
　
ス
　
ト

単位：千

係

円
２８年度 ２９年度 ３

交

０年度 ３１年度 ３０年

通

度

（決算） （決算） （

防

決算） （予算） 事業費

犯

内訳

事業費　① 53,



犯

.3％】　　高浜市　

係

 42件【+16.7

2

％】

1 14

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 842 604 95 2,000 合計 95,000 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 95,000 円

一般財源 842 604 95 2,000

職員人件費　② 782 2,326 386 387

総事業費（①＋②） 1,624 2,930 481 2,387

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　

１

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

年

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

度

　
概
　
要

総合計画
分野

（

福祉安全

基本施策 防犯

平

・交通安全
施策体系

施

成

策の内容 地域の安全性

３

の強化

目
　
　
　
的

集合

０

住宅への防犯カメラの

年

設置を促進させ､自

主

度

た
る
内
容

一定規模の集

評

合住宅の駐車場及び駐

価

輪場への
動車や自転車

）

の盗難犯罪発生を抑止

刈

する。 防犯カメラ設置

谷

費用の一部を補助する

市

。

位
置
づ
け

関連計画

根

事

拠法令 刈谷市防犯カメ

務

ラ等設置補助金交付要

事

綱

対象者 市民 事業期間

業

平成２７年度 ～ 令和２

評

年度

実施方法 □直営　

価

□委託　□指定管理　

シ

■補助・助成　□その

ー

他

ト （様式１）

会計

Ｂ
　
事
　
業
　
実

名

　
績

２８年度実績 ２９

担

年度実績 ３０年度実績

当

３１年度計画

・補助件

部

数　2件 ・補助件数　

生

2件 ・補助件数　1件

活

・補助件数　4件
・防

安

犯カメラ設置台数　5

全

台 ・防犯カメラ設置台

部

数　4台 ・防犯カメラ

一

設置台数　1台 ・防犯

般

カメラ設置台数　8台

会

　防犯カメラ設置補助

計

制度について、宅地開

防

発協議の場等において

犯

、業者等へ周知し、防

カ

犯カメラ設置を促進す

メ

ることが

成果
できた。

ラ

　補助制度の効果的な

設

周知方法の検討が必要

置

であり、より多くの設

補

置を促す必要がある。

助

課題

指標名称（単位）

事

実績値 目標値

２８年度

業

２９年度 ３０年度 ３１

担

年度 ３年度

活動 防犯カ

当

メラ設置台数（台） 5

課

4 1 8 8
指標
成果 自動

く

車関連盗件数（件）　

ら

※暦年ベース 171 1

し

37 102 90 80
指

安

標
自動車関連盗認知件

心

数（件）【前年比増減

課

率】（平成30年中）

款

他市との 　刈谷市　1

項

02件【-25.5％

目

】　 碧南市　48件

担

【-15.8％】　　

当

安城市　156件【-

係

12.4％】
比較検証

交

　西尾市　137件【

通

+20.2％】　 知

防

立市　73件【-26



1

。また全国的には販売

1

ではなく貸与の形をと

4

っている市町村もあ
他市との る。
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 1,296 1,044 851 899 合計 850,500 円
需用費 850,500 円

財
　
源

特定財源 208 136 246 200

一般財源 1,088 908 605 699

職員人件費　② 3,517 1,939 2,315 2,322

総事業費（①＋②） 4,813 2,983 3,166 3,221

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0 消耗品売上収入

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

１

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

年

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

度

要

総合計画
分野 福祉安

（

全

基本施策 防犯・交通

平

安全
施策体系

施策の内

成

容 地域の安全性の強化

３

目
　
　
　
的

　高齢者を

０

狙った電話による特殊

年

詐欺・悪質

主
た
る
内
容

度

　高齢者を狙った電話

評

による特殊詐欺や悪質

価

商法の被害を防止する

）

。 商法を撃退するため

刈

、不審電話防止装置を

谷

販
売する。不審電話防

市

止装置とは、家庭の電

事

話
機に接続し、電話の

務

呼出音が鳴る前に相手

事

に
対して「会話内容が

業

自動録音される」旨の

評

メ
ッセージを流し、全

価

ての録音を自動的に録

シ

音
するものである。
○

ー

対象者　　市内在住の

ト

65歳以上の人
　　　

（

　　　（1世帯1台ま

様

で）
○販売金額　1台

式

2,000円

位
置
づ
け

１

関連計画

根拠法令 刈谷

）

市高齢者通話録音装置

会

配布要綱

対象者 市民 事

計

業期間 平成２８年度 ～

名

実施方法 □直営　□委

担

託　□指定管理　■補

当

助・助成　□その他

部 生活安全部

一般会

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

計

２８年度実績 ２９年度

特

実績 ３０年度実績 ３１

殊

年度計画

・販売台数　

詐

104台 ・販売台数　

欺

68台 ・販売台数　1

対

23台 ・購入台数　1

策

00台
※平成31年1

事

月から対象者を拡
　大

業

（単身又は高齢者のみ

担

世
　帯の条件を削除）

当

　高齢者を狙った電話

課

による特殊詐欺や悪質

く

商法等の被害を防止し

ら

、販売に関する広報活

し

動を通じ市民の防犯意

安

識を高め

成果
ることが

心

できた。

課題

指標名称

課

（単位）
実績値 目標値

款

２８年度 ２９年度 ３０

項

年度 ３１年度 ３年度

活

目

動 不審電話防止装置の

担

販売台数（台） 104

当

68 123 120 12

係

0
指標
成果 振り込め詐

交

欺や悪質商法などに気

通

をつけている市民 94

防

.9 ― 93.5 95.

犯

7 98
指標 の割合（％

係

）
　近隣市では同様の

2

制度を実施していない



犯

31 1,181 1,2

係

11 1,250
指標 　

2

※他課設置分を含む
活

1

動
指標

他市との
比較検

1

証

4

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 7,623 18,008 27,434 37,842 合計 27,434,362 円
需用費 5,503,054 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 委託料 21,384,000 円
使用料及び賃借料 547,308 円

一般財源 7,623 18,008 27,434 37,842

職員人件費　② 3,126 3,102 3,086 4,644

総事業費（①＋②） 10,749 21,110 30,520 42,486

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　

１

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

年

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

度

　
概
　
要

総合計画
分野

（

福祉安全

基本施策 防犯

平

・交通安全
施策体系

施

成

策の内容 地域の安全性

３

の強化

目
　
　
　
的

街頭

０

防犯カメラを適切に管

年

理し、まちの安全

主
た

度

る
内
容

　街頭防犯カメ

評

ラの維持管理に係る保

価

守点検
性を確保する。

）

及び修繕等を行う。

位

刈

置
づ
け

関連計画

根拠法

谷

令

対象者 事業期間 ～

実

市

施方法 ■直営　■委託

事

　□指定管理　□補助

務

・助成　□その他

事業評価シート （様

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

２

式

８年度実績 ２９年度実

１

績 ３０年度実績 ３１年

）

度計画

・電気料　　3

会

83千円 ・電気料　1

計

,876千円 ・電気料

名

　5,117千円 ・電

担

気料　5,562千円

当

・修繕料　 　89千

部

円 ・修繕料　  99

生

3千円 ・修繕料　  

活

386千円 ・修繕料　

安

1,018千円
・委託

全

料　7,117千円　

部

・委託料 14,83

一

9千円　 ・委託料 2

般

1,384千円　 ・委

会

託料 30,574千

計

円　

　街頭防犯カメラ

街

の設置数を大幅に増加

頭

させ、駐輪場等も含め

防

て、平成30年度にく

犯

らし安心課管理で目標

カ

としていた1,00

成

メ

果
0台を達成した。警

ラ

察との防犯カメラ立会

管

件数も大幅に増加し、

理

警察の取締強化により

事

、三河部の刑法犯認知

業

件数の増減

において、

担

他市に比べ減少の度合

当

いが大きい。

　防犯カ

課

メラのケーブル無線化

く

が平成31年度から始

ら

まり、管理が複雑にな

し

る。また、安定して管

安

理するため、ＳＤカー

心

ド

の更新を定期的に確

課

実に実施する必要があ

款

る。
課題

　防犯カメラ

項

の設置から経過年数が

目

経つにつれ、修繕費用

担

が増加してくる。

指標

当

名称（単位）
実績値 目

係

標値

２８年度 ２９年度

交

３０年度 ３１年度 ３年

通

度

活動 街頭防犯カメラ

防

設置数（台） 700 9



犯

財源名称

３０年度まで

係

の累積事業費 0

２年度

2

以降の事業費見込 0

1 14

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　

１

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

年

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

度

　
概
　
要

総合計画
分野

（

福祉安全

基本施策 防犯

平

・交通安全
施策体系

施

成

策の内容 地域の安全活

３

動の推進

目
　
　
　
的

町

０

名表示板を適切に管理

年

し、市民サービスの

主

度

た
る
内
容

町名表示板の

評

取替修繕を行う。
向上

価

を図る。

位
置
づ
け

関連

）

計画  

根拠法令  

対象

刈

者 市民 事業期間 ～

実施

谷

方法 ■直営　□委託　

市

□指定管理　□補助・

事

助成　□その他

務事業評価シート

Ｂ

（

　
事
　
業
　
実
　
績

２８

様

年度実績 ２９年度実績

式

３０年度実績 ３１年度

１

計画

・片面用取替　 

）

5箇所 ・片面用取替　

会

 1箇所 ・片面用取替

計

　5箇所 ・片面用取替

名

　2箇所
・両面用取替

担

　 7箇所 ・両面用取

当

替　10箇所 ・両面用

部

取替　7箇所 ・両面用

生

取替　9箇所

　町名表

活

示板の劣化したものの

安

取替を行った。

成果

課

全

題

指標名称（単位）
実

部

績値 目標値

２８年度 ２

一

９年度 ３０年度 ３１年

般

度 ３年度

活動 取替等箇

会

所数（箇所） 12 11

計

12 11 11
指標

 
指

町

標
 

他市との
比較検証

名表示板設置管理事

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス

業

　
ト

単位：千円
２８年

担

度 ２９年度 ３０年度 ３

当

１年度 ３０年度

（決算

課

） （決算） （決算） （

く

予算） 事業費内訳

事業

ら

費　① 306 327 3

し

19 327 合計 319

安

,140 円
需用費 3

心

19,140 円

財
　

課

源

特定財源 0 0 0 0

一

款

般財源 306 327 3

項

19 327

職員人件費

目

　② 1,563 1,1

担

63 772 774

総事

当

業費（①＋②） 1,8

係

69 1,490 1,0

交

91 1,101

建
設
事

通

業

全体事業費（単位：

防

千円） 0 ３０年度特定



1

～2月)
　人権啓発の

1

普及に努めることがで

4

きた。

成果

　現在、小学校入学前の幼稚園・保育園児（5歳）への啓発活動を中心に行っているが、一般的に人権擁護委員という認

知度が低いため、人権擁護委員の認知度を高めるための啓発等が必要である。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３年度

活動 人権擁護委員数（人） 11 11 11 11 11
指標

指標
　人権擁護委員による幼稚園児・保育園児を対象とした人権教育は、碧海5市の中でも刈谷市と知立市だけ

他市との であり、充実した取り組みが図られている。
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 627 663 654 667 合計 653,587 円
報償費 275,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 旅費 3,400 円
需用費 147,787 円

一般財源 627 663 654 667 負担金、補助及び
交付金 227,400 円

職員人件費　② 1,954 2,326 2,315 2,322

総事業費（①＋②） 2,581 2,989 2,969 2,989

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0

２年度以降の事

Ｄ

業費見込 0

　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

１

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

年

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

度

要

総合計画
分野 福祉安

（

全

基本施策 市民生活
施

平

策体系
施策の内容 市民

成

相談の充実

目
　
　
　
的

３

　基本的人権を擁護し

０

、自由人権思想の普及

年

主
た
る
内
容

　人権擁護

度

啓発のための各種事業

評

を行う。
高揚を図る。

価

位
置
づ
け

関連計画  

根

）

拠法令 人権擁護委員法

刈

対象者 市民 事業期間 ～

谷

実施方法 ■直営　□委

市

託　□指定管理　□補

事

助・助成　■その他

務事業評価シート （

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

様

２８年度実績 ２９年度

式

実績 ３０年度実績 ３１

１

年度計画

・「人権擁護

）

委員の日」(6月)・

会

「人権擁護委員の日」

計

(6月)・宝さがしウ

名

ォーク大会(5月)・

担

宝さがしウォーク大会

当

(5月)
　「人権週間

部
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